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過去十数年にわたる我国の経済成長ならびに産業構造

の変化には著しいものがあるが,こうした経済現象の分

析にあたっては,生産技術の変化あるいは技術進歩の要

因が極めて重要な一側面を形成していることについては,

異論のないところである。 Solowは1957年に"残差法"

を用い,アメリカの経済成長において生産要素の増大に

此して,技術進歩による効果が極めて大きいことを指摘

したが1),これを鏑矢として,以後技術進歩論は急速に

展開されることとなった。

技術進歩の把え方にはいくつかの方向が考えられるが,

本稿では技術進歩を生産函数との関係において理解し,

つまり具体的には生産函数の生産パラメーターあるいは

要素増大(Factor Augumentmg)係数の変化として把握

する。ただ現実の計測においては,それらの変化は残差

として測定されることになるのだが,この残差について

全く異った二つの理解の仕方がある。即ちSolowなど

の残差アプローチは,生産要素の質的向上や規模の経済

性などに関する留保条件付きではあれ,測定された残差

の大部分が技術進歩を表わすと考えるのに対して,その

対極であるGrilicliesやJorgenson2などのアブソープ

シ。ン・アプローチは,生産要素の質的変化や生産要素

の細分化によって或いは諸指数の適切な選択によって残

差は全て吸収・解消され,平均生産性の上昇はそれら生産

要素の投入の変化によって完全に説明し尽くされると考

えるものである。しかしこのいずれのアプローチも不十

分である。何故ならば前者においては,技術進歩率は外

生的に決定されることになり,何故そのような速度で技

1) Solow, R., "Technical Change and the Aggre-

gate Production Function, RE&S, Aug. 1957.

2) Griliches, Z., "The Source of Measured Pro-

ductivity Growth : United States Agriculture, 1940

-1960," JPE, Aug. 1963.

Jorgenson, D. and Z. Griliches, "The Explanation

of Productivity Change," RES, July 1967.

3)その後展開された体化された技術進歩論,いわゆ

るVintage Approachについても,技術進歩率が外生

的に決定されている点においては変りない。

術進歩が起きたのかを何ら説明することが出来ないし3),

また後者においても,何故ある特定の生産要素にその質

的・量的変化がもたらされたのであるかをやはり解明す

ることが出来ない。即ちそれ故に,ここに技術進歩を内

生的に理解する必要性が生まれてくるのであり,また内

生的に把えることによってのみ,この相異なる二つの立

場は綜合されることになるのである。以下本稿では,こ

の内生化の方向で技術進歩の問題を取り扱っている諸論

文を検討し,そこに現われてくる種々の問題点の整理を

行いたい。

まずそのた糾こ若干の定義と概念について触れておか

ねばならない。ここで言う"技術進歩の内生的把握"と

は,技術・技術進歩に関する市場を考え,市場要因によ

って主体均衡および市場均衡が陽表的にか陰伏的にか決

定されるような定式化およびモデルを指している。従っ

て技術進歩を,市湯での投入物による産出物とみなす考

え方の背後には,このような均衡の概念を持たざるを得

ず,特に我々は技術進歩がこのような意味で内生的に取

り扱われる時,より具体的には技術進歩率およびその方

向が投入量ならびに他の市場要因によって決定されるよ

うな場合の諸問題に限定して検討をすすめたい。今産出

物を技術進歩あるいは技術水準とし,投入物を広義の研

究開発活動(R&D, Research and Development Activi-

ties)で代表する時に,与えられた価格の下で利潤極大化

行動を通じて均衡投入-産出比率が決定される。しかし

その関係を生産函数のシフト要因として把えるか,或い

は生産函数のIA構成要素として把えるかは,先の二つの

アプローチのいずれの立場をとるかという問題にもつな

がっている。けれども技術進歩が内生的に理解されてい

る嘘合,概念的にはやはりストックとしてのR&Dが

技術進歩を生産する,即ち生産函数をシフトさせると考

える方が,後でも指摘するように妥当と思われる。

さて具体的展開に入る前に,本稿でとりあげる分野よ

り広い視点から色々の問題提起を行っている論文に簡単

に言及しておこう。まずこのように技術および技術進歩

を市場理論の枠組において分析した代表的なものに,

Arrow[4]がある。そこでは技術という情報財を,そ
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れ特有の性質(分割不能性,排除不能性,不確実性)のた

めに競争的市場でもパレ-ト最適性は達成されないこと

を分析したうえで,独占的市場と競争的市場での最適ロ

イヤリティの決定とその比較が行われている。また技術

進歩を市場要因のなかで具体的に把えた実証分析として

は, Schmookler [54]のよく整理された論文がある。

その他に技術進歩の問題に伴う種々の論点を整理した展

望論文として, Nelson [39], Blaug [6], Arrow [5]な

どがあり,各々すぐれた指摘をしている。また前述の二

論文を始めとLN.B.E.R.[38]には,幾つかのケース・

スタディをも含み,技術進歩論の広範にわたる諸問題に

ついて数多くのすぐれた論文が収録されている。

以下我々は技術進歩を内生的方向で検討しようとする

のであるが,その際の出発点の一つとして誘発的技術進

歩論が考えられる。即ちそこでは技術革新可能フロンテ

ィアが,毎期同じ位置と形状で,しかも革新を生みだす

ための一切の費用を伴わずに外生的に与えられてしまっ

ているが,このフロンティアを内生的に決定しようとす

る時,技術進歩の内生化の道が開けてくると思われる。

そこでまず第I ・ Ⅱ節において誘発的技術進歩論をミク

ロの立場から整理しなおし,技術革新可能函数の概念と

不確実性の導入に伴う問題点を検討する。 '次いで第Ⅲ節

ではマクロモデルにおける研究開発活動の把握の仕方と

長期均衡点の性質を中心にとりあげ,最後に実証面の結

果とその理論ノ仮説に第Ⅳ節で言及して,技術進歩の内生

化を意図する諸論文の展望とその課題の整理を行いたい

と考える。

[I]技術革新可能函数と代替の弾力性:誘発的技術

進歩論(1)

1. Kennedy-Samuelsonモデル

誘発的技術進歩の理論は　Kennedy [28]によって初

めて技術進歩の方向に関するトレード・オフ関係を表わ

す(技術)革新可能函数(Innovation Possibility Fun-

ction; IPF,IPC)なる概念が導入され,それはさらに

Samuelson [48]によって一層の精赦化が計られて,こ

こに一つの方向が確立したと云える。

Hicksが1932年に初めて誘発的技術進歩の概念を持

ちだし, "生産要素の相対価格の変化は,その木目対的に

高価になった要素を節約しようとする方向への技術進歩

を誘発する4)サと論じたのに対し, KennedyはSalter

[47]の"企業家は労働費用とか資本費用とか特定の費

用の引き下げに関心を持つのではなく,たとえ労働費用

4) Hicks [23],pp. 121-127.

5) Salter [47], pp. 43-44.
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が上昇しても総費用を減少させる技術進歩は,その方向

と無関係に歓迎される5)サという見解に従って,問題の

焦点を,相対価稗が不変の時革新可能函数の制約の下で,

総費用を減少させようとする経済モデル-移した。

SamuelsonもKe加Iedyの線に沿って,同じ問題を要

素増大的(FactorAugumenting)技術進歩のみを許容す

る生産函数の枠組の中で,より厳密に定式化し代替の弾

力性との関係において安定条件を吟味した。

即ち一次同次の通常の新古典派的諸性質を満たす生産

函数Y-F{AK,BL)=・(1)

を考える。但しここでYは産出量,K,Lは雇用される

資奉量,労働量を表わし,AおよびBはそれぞれの効

率(Efficiency)を表わしているものとする。今このよう

な生産函数を考えることの適否,ならびにそれの測定の

諸問題には触れないことにする。さて(1)式を時間につ

いて微分し,その比率で表わすと

芸-α芸+(1-α)呈+T

.ぁるいはす-α盈+(1-α)L+T(2)

を得,ここでr-AFl-蝣(3)

w-BF,-(3)′

rK
-Y・(4)

トα-晋-一一(4)′

・-α芸+(1-α)芸

あるいはT-αA+(l-α)B・一一(5)

である。但しドット (た雷) は時間に関する全微分,
下添字to)はその番号の変数による偏微分を,また-ッ

ト(戟) は時間に関する木目対的変化率を示すもの't
する。さらにαと(1-α)はそれぞれ資本と労働の分配率,

rおよびWは限界生産力に等しい資本と労働のフロー量

の実質価格,実質レントと実質賃金率を表わしている。

一方革新可能函数は,生産要素増大的技術進歩のみ許

されているので陽函数の形で表わすと,

A-g{B)一　　　　　　　蝣(6)

となり,ここでg′>0, g〝<0と仮定されているo

そこで今我々の問題は, (6)式の制約条件の下で(5)式

を極大にすることである。すなわち資本および労働増大

的技術進歩の代替的関係および現行の要素分配率の下で,

瞬時的技術進歩率を極大化することであり,これは競争

的市場における限界原理および現行要素価格の下で,早



-136-

第1図

経　　　済

位費用の引き下げ率を極大化することに等しい。あるい

はまた静態的実質賃金率予想を前提として,利潤の増分

を極大化することに等しいとも解釈できる6)。さてこの

時一階の極大条件は

1-α

g′(B)=一二√ -　　　-(7)

であり,二階の条件は,我々のノ仮定の下では常に満たさ

れている。なおこの要素分配比率が安定的であるための

必要十分条件は,代替の弾力性(♂)が1より小さいこと

(より正確にはo≪1)であることが容易に証明される。

すなわち資本と労働の間の代替の弾力性が1より小なら

ば,効率単位の資本-労働比率 (Z-芸) の増加は資本
分配率の減少を持たらし, IPFの形状から資本分配率

の減少はA^を減少させBを増大させる力を持つOかく

して最終的にA-　が一定であるような安定的な均衡点

へ到達し,そこにおいて要素分配率は不変となる。

従ってo<1ならば,現行の要素分配率の下で最適な

るA^とBの組合せが選択されるところとなり,また6

<,1とすれば, A>B,A-B,A<勘まHicksの意味にお

いて,それぞれ資本節約的,中立的および労働節約的と

なって,そのバイアス(偏り)は450線からの釆離によっ

て計られるBias-誓(A-1なお最後に, Ken-
nedyはKaldorの技術進歩函数のように生産函数に代

るものとして革新可能函数を考えていたのであるが,

Samuelsonのような定式化は逆に生産函数の概念の中

に革新可能函数を吸収する方向であることを付け加えて

おく7)0

2. Kennedy-Samuelsoitモデルの問題点

これまでKennedyやSarmユelsonなどによる誘発的

技術進歩論の定式化をやや詳しく見て来たが,そこから

6)例えばAmano[2]を見よ。

研　　　究 Vol. 22　No. 2

すぐに次のような問題点が指摘されることになる。まず

第一に,このモデルはマクロあるいはミクロのいずれの

行動様式を前提としているのか不明であるという点であ

る。すなわち実質賃金率および実質レントが与えられて

いる状態での代表的企業のモデノレと考えるならば,生産

函数は一次同次であるからその企業の規模は決定されず,

また個別企業において要素分配率の安定性という現象は

必ずしも存在しないうえ, ′限りにあったとしてもそれが

企業の意志決定に関する主要な変数であるとは思えない。

次にもしこの理論がKennedyの言うような新しいマク

ロの分配理論として機能するた糾こは,要素価格が不変

であるというのはあまりに強すぎるばかりでなく,適切

な仮定であるとも思われないO第二に,革新可能函数の

位置および形状は外生的に与えられ,時間を通じて不変

なことである。さらにその位置および形状は資本一労働

比率から独立であり,極大化の十分条件のためにその形

状は原点に対して厳密に凹でなければならず,例えばフ

ロンティアが直線になるような場合は排除されざるを得

ない。第三には,今の理由から革新可能函数上で決定さ

れる技術進歩率およびその方向性は外生的に与えられる

ことになる。すなわち一切の投入,費用を必要とするこ

となく,自生的な技術進歩のみが考察されているのであ

る。第四に,このモデノレの極大化行動における目的函数

が近視眼的(Myopic)であることである。言いかえれば,

静態的な価棒予想の下で単位費用引き下げ率の瞬時的極

大化は,必ずしも適切な目的函数ではない。第五には,

安定条件でもある代替の弾力性の大きさが極めて重要な

役割を演じており,例えばCobb-Douglas型のような

代替の弾力怪が1の生産函数は,このモデノレから排除さ

れなければならない点である。何故ならば,代替の弾力

性が1の時には常に中立的技術進歩しかとりえず,革新

可能フロンティアを描くことが出来ず, 』とBを分離

することが出来ないからである。つまりこの意味におい

て,革新可能函数は生産函数から独立ではないのである。

第六に,競争的市場が考えられ,そこでの絶えざる均衡

が想定されている点についてである。技術革新の過程は,

その根底においてこの均衡から奉離し,正常利潤を超え

る利潤を獲得しようとする運動であるにも拘らず,瞬間

的に均衡が回復され常に均衡状態にあると仮定されてい

ることは,非常に強い制約であり,この点に関しては技術

進歩論のほとんどすべてについてあてはまる難点である。

第七に,最後として,技術革新の世界は本質的に不確実

7) Kennedy [29]とSamuelson [49]自身によって

もこの点は確認されているO
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性の世界であるが,この理論は確実性の丑界の中で展開

されていることを指摘して,次にこれらの問題点のいく

つかの克服を通じて技術進歩を内生化する方向を探ろう。

3. Kennedy-Samuelsonモデルの発展

KennedyやSartmelsonの定式化が,マクロモデル

なのかミクロモデルなのかについて不明瞭さを残してい

ることは,すでに述べたところであるが,従って彼等の

線に沿って誘発的技術進歩論を発展させようとする時,

二つの方向が考えられる。まず第一は,マクロモデルと

しての側面を整理することによって,例えば貯蓄-投資

の均衡条件式の導入や研究開発部門を体系の中に陽表的

に組み入れることによって,分配問題あるいは長期均衡

点の性質を解明する方向である。これらの試みは第Ⅲ節

のマクロモデノレのところでより詳細に検言寸されるであろ

うO　さて第二の方向としては, Kennedy-Samuelsonモ

デルに含まれるミクロ的健棒を徹底させ, 1-2で指摘し

た欠陥のいくつかを改善することである。この線に沿う

典型的なものとしてKamien&Schwarz [27]および

西部[42]がある。以下この第二の方向について検討を

加えよう。

Kennedy-Samuelson　モデルをミクロモデノレとして

定式化する際に,まず簡単な形式的処理によって次の二

点については容易に改善される。第一点は一次同次の生

産函数を逓増的費用を持つHomotheticな生産函数で

置き代えることである。すなわち(1)式は

Y-¢[F(AK, BL) ^¥　　　　　= (1)′

に改められ,ここでFは一次同次,中は費用逓増的に

なるようなその単調増加函数である。従って規模に関し

て収穫逓減となるために企業の規模は決定されることと

なり. (1)式を用いて得られる他の結果については,何

ら本質的修正を施すことなくそのまま妥当する。次に第

二点として,近視眼的目的函数の代りに将来にわたる利

潤流列の現在価値を極大化する目的函数でおきかえる,

つまり(5)式に代えて

I rf酵(AK, BL)-]-rK-wL}e-'ltdt・蝣・(5)′

を目的函数として採用するのである。ここでpは時間割

引率を示す。かくして(6)式の制約条件の下で(5)′式を

最大化する問題を解くことに帰着することとなり,そこ

で次のような-ミルトン函数が作られるo

H-¢[F(AK, BL) ] -wL-rK+pAg (B) A+PBBB

-(8

ただしpa,pbは潜在価椿(Shadow Prices)である。若
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千の操作の下に"最大値原理"を適用すると,代替の弾

力性が1より小なる時に我々は鞍点解(SaddlePoint

Solution)を得る。すなわち潜在価格を適当に選択する

ことによって,安定的径路を経て必ず均衡点へ到達する

ことが可能となり,その均衡において要素分配率は一定

であるム

だが以上のような修正においては,まだ技術進歩を生

みだすため費用あるいは投入物というものが考察されて

いなかったO　そこでKamien&Schwarzはそのための

費用(〟)を導入し,次のように革新可能函数(6)′を書き

かえる。

A-g{β)h(M), S-βh(M)　　- (6)′

ここでβは技術進歩の方向係数であり, gはhに関して

一次同次である。なおh(M)はMの非負単調増加の凹

函数とする。つまり技術進歩のための費用支出が大きく

なればなるほど,その限界収益は逓減すると仮定されて

いるO　このような(6)′式の制約条件のもとで(5)′式に技

術進歩のための費用を入れて条件付最大化の問題を解く

と,従来の結果とほぼ同じような結果が得られる。すな

わち一意的均衡が有在し,そこで技術進歩の方向(g(β)∫

β)が確定する。さらにこれに加えて技術進歩を生産する

ための最適費用水準M*も決定される。また代替の弾力

性が1より小ならば,やはりこの均衡は安定的である。

なおこれらの結果を同じ定式化のもとで,目的函数だけ

を近視眼的なものに置きかえた場合と比較するならば,

技術進歩のバイアスはより小さくなり,技術への投資率

はより高くなる傾向が指摘されている。

一方西部-[42]は一以上のような定式化の他に,さらに

興味深い性質を引き出している。その基本的考え方は次

のようなものである。マクロモデルにおける長期均衡点

と両立しうる技術進歩は,第Ⅲ節でも論じられるように

Harrodの意味で中立的なもののみである。これはマ

クロの体系では労働の成長率が外生的に与えられている

のに対して,資本握その体系の中で自由に再生産しうる

と考えているため,技術進歩はその稀少な生産要素であ

る労働のみを増加させるようなタイプだけが均衡と斉合

的なものになるためであるO　これに対して西部はマクロ

体系と逆に個別企業にとっては労働よりもむしろ資本が

制限的要素であると考え,その視点を生かした次のよう

なモデノレを構築する。つまり制約条件である革新可能函

数(6)′′

A-g(B, M-)l(t)　　　　- (6)〟

のもとで,ただしl(t),ま～<0で技術の減価償却率を表

わす,目的函数(5)〝式
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f∞桓{AX, BL) ]-wL-X<p(芸)¥e-<"dt- (5)〟
を最大にする。甲は資本ストックに関して一次同次な

る投資函数で,固定的生産要素である資本を増加するの

に必要なコストを示し,その性質や意味はUzawaの

penrose函数と同じものであると考えられる8)O

さてこの結果はすでに予想されるところであるが,革

新可能フロンティアは時間とともに縮退しながら,その

上で均衡点が決定せられその均衡は時間とともに資本増

大的技術進歩への偏りを増加させていく,すなわち稀少

である生産要素をより一層増大させる方向の技術進歩を

生みだしていくことが明らかにされているのである。

このようにKennedy-Sanxuelsonモデルは,その後

少しずつ整理されまた仮定がゆるめられて改善されてき

たものとはい皐,その根本的難点である不確実性や均衡

に関するI-2の第六,第七番目の批判からはまだのがれ

られない状態にあることは留意されなければならない。

これらの問題については第Ⅲ節で改めて触れられるであ

ろう。

4. Impossiblity Theoremと革新可能函数

ところで誘発的技術進歩論のもう一つの側面を第Ⅱ節

でとりあげる前に,簡単に技術進歩の計測における革新

可能函数の役割を見ておこう。 Diamond & McFadden

[10]やNerlove [41],佐藤[SO]によって, Impossi-

bility Theoremとして"一般的には代替の弾力性と技

術進歩のバイアスを,データから同時に測定することは

不可能である"ことが指摘されていることは,よく知ら

れているところである。

今(1)式から競争的市場における限界原理と代替の弾

力憶の概念を用いることによって次の式をうる,

昔-α芸十(11α)芸十α「　蝣(2)′

‡-呈・㌘[音+呈Ii] -　蝣(8)

芸-言+霊十豊-芸　　蝣(9)
Y      K

ここでy…盲且つk…言であり,従ってW…聖とするγ

時(8)および(9)式から,

a 1 k

a 6 k :>4)呈-芸).・-・(10)
を得る。そしてここで代替の弾力性は時間を通じて不変

Uzawa, H., "Time Preference and the Penrose

Effect in a Two-Class Model of Economic Growth,"

JPE, Tuly-Aug. 1969.
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であり,要素増大的技術進歩率は毎期一定率であるとい

う仮定を設けるならばo)j(Oとk/kの観測値が与えられ

る時,線型回帰方程式オさら代替の弾力性(a)およびバイ
ァスBias-1-i-
vvaJ呈-芸))は測定可能となる0-

まりこれらの仮定のもとではImpossibilityTheorem

は妥当しないのである。なおここで我々が課した条件は,

Nerloveによって挙げられている要素増大的技術進歩の

みが存在する場合の識別のための十分条件に等しいこと

をつけ加えておこう。

しかし(10)式においては,我々は(l-iの差分のみ

決定することが可能であるが,個々のA^やBの値を得

ることは出来ない。何故ならば(2)′(8)(9)式の三本の方

程式は互いに独立でないた糾こ,JlとBを6とともに

同時に決定することが出来ないのである。しかしもし追

加的情報として革新可能函数の具体的な形状が与えられ

ており,フロンティアは厳密に風点に対して凹であるな

らば,それによってA,Bは完全に決定可能となる。す

なわち革新可能函数という生産函数と斉合的な制約条件

は,U-B)と(B,A)の組み合わせとの間に一対一の対

応関係を与えるために,A,B,aを決定するのに十分で

ある。ところで毎期,フロンティア上の同一点に留まる

という情報は要素分配率が不変であるという情報に他な

らず,αが一定であるならば(8)9)式においてfirと

wjw,kjkの静測値から得られる二本の回帰方程式の両切

片を連立させて解き,A^ぉよびBを得ることに等しい。

すなわち本来事前的な概念である革新可能函数上の一点

が毎期事後的にも実現されているということは,たとえ

その函数全体の形状が分らなくとも毎期同一の形状と位

置であるなら,単に要素分配率が不変であるという情報

を与える以外の何ものでもないのである。

[Ⅱ]不確実性と期待:誘発的技術進歩論(2)

1.連続的技術進歩と非連続的技術進歩

Kennedy-Samuelsonモデルは不確実性の入り込む余

地のないモデルであることを先に指摘したが,このこと

は革新可能函数や目的函数の定式化に依存するのではな

く,そこで考えられている技術進歩の性格に起因してい

るのである。しかし本節ではもう少し広い技術進歩の性

格を許容することによって,不確実性の問題と関連付け

て論じてみたいOまずその準備としてHicksの中立性

に関する定義を拡張することから始めよう。

一次同次の生産函数を想定して,今労働の平均生産性

が,資本-労働比率のCからDへ,賃金一レント比率

のEからFへの増加を伴って,AからBへ増大したと

仮定するOただしこの時DCCO-FEIEOとする,すな
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わち代替の弾力性は1であるとしよう。代替の弾力性が

1ならば要素分配率は不変にとどまるから, ABは原点

0を通過しなければならない。従ってこの技術進歩を狭

義のHicksの定義を用いて表現するならば, EBとAC

の延長線との交点Jが求められ, JAIACが技術進歩率

となり, JKはEを通過するのでこの技術進歩が中立

的な′ものであることが分る。このように代替の弾力性が

一定に保たれ,その調整機能を通じながら技術進歩が時

間を通じて一定率で起こるような技術進歩,今我々はそ

れを連続的な技術進歩と呼ぶ,においては,競争的市場

での均衡が常に破壊されることがないように諸変化が調

整されているのであるo例えばI-4で考察した識別可

能なケ-スはまさにこの一つの典型であるO

しかし代替の弾力性が伐りに1であっても, OBはA

を通過しない,すなわち分配機構にゆがみがあるかもし

れないし, HZと横軸との交点とBを結ぶ線上にJがな

い,すなわちバイアスのある技術進歩であるかもしれな

い。たとえばCobb-Douglas生産函数において資本-

労働比率を直接変えるような,従って貸金-レント比率

が不変ならば直接分配率を変化させるような技術進歩を

企業は採用するかもしれない9)。このような種々の可能

性が現実には存在するが,前述の連続的な技術進歩にお

いてはもし代替の弾力性が1であるならば,こうした可

能性は排除されてしまっている。今後連続的でない技術

進歩をまとめて非連続的技術進歩と呼ぶが,その時A点

からB点への不連続な変化の過程において如何なる調

整が行われているかは把握することが出来ず,ただB

点での新しい均衡のみが分析の対象とならざるを得ない。

本節でとりあげる諸モデルの背後にはこのような塑の技

術進歩が許容されており,それ故にこの不連続な技術変
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化は,当然種々の不確実怪の問題と不可分であることを

あらかじめ指摘しておきたい。

2. Hicks-Fellnerモデル

Hicks [23]は生産要素の相対価格の変化が,ある特

定方向への技術進歩のバイアスを誘発する可能性につい、

て示唆したが,この命題の妥当性すなわち代替効果との

混同であるか否か,あるいは特定費用の引き下げでなく

総費用の引き下げとして考えるべきかどうかは,全く革

新可能フロンティアの存在と性質に依存しているのであ

る。今資本財の不分割性などを考慮に入れると同一の生

産函数上で許されている代替可能性の範囲は決して大き

くなく,それを越えて代替は高価になる。従って我々は

むしろ研究開発活動へ支出をすることによって新しい生

産函数-のシフトを試みるわけであるが,その時例えば

事前的可能性を示す新しい等生産量曲線の包路線として

革新可能曲線が与えられるとしよう10)。そしてA点に

9)

一もしd-0ならば,

である。

a  k　　α

W=k　α(i-α)

k享0く⇒d妄0

10)この場合の革新可能函数の概念はAhmad [1]
のそれと非常に近いものである。
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おいて過去からの長期的趨勢として要素相対価格が叫

になると予想されるならば, 72なる等生産量曲線上のB

点を選択することが最適な技術開発となるO　さらにW2

なる相対価格が実現するかどうかは確実でないた糾こ,

それに備えてもし7,の代替の弾力性を増加させること

が出来るならば,その価格予想の誤差から生ずる損失は

,減少させることが可能となる11)このA点からB点へ
)

のシフトは,決してZl上の代替効果の問題でもないし,

また事前的可能性としての革新可能函数は与えられても,

その中から一つの等生産量曲線を選択するのであるから,

決して総費用の引き下げを無視した特定費用の引き下げ

を計るものではないことが明白である0

-万Fellner [14] [15] [16]もHicksと同様に,企

業家は相対的に稀少な生産要素を節約する技術の開発傾

向を持つことを次の二つの理由から明らかにした。第一

には,個別企業家は生産要素の相対価格を与えられたも

のとして受けとるが,意志決定の際それを決してマクロ

指標の資本-労働比率から独立なものとして考えない。

つまり経験からの学習によってあたかもモノプソニスト

のように,賃金-レンHと率と資本-労働比率の問の相

互作用を考慮するであろうこと。第二に,例えば価格の

下方硬直性のような市場の不完全性もまた無限弾力的供

給の非現実性を示唆して,稀少な要素を節約する傾向を

助長するであろうことである。このような前提のもとで

Fellnerは過剰調整の可能性を.指摘しているが,それは

次のように解釈できるかもしれない。

ある平均的な企業(マーシャノレの代表的企業と異なり,

企業規模の分布がある)は経済全体の資本-労働比率

(k*)よりも高い資本-労働比率Uh)のA点で今生産を

行っているとしよう。与えられた研究開発支出のもとで,

ll)例えばCES函数ならば,
k　α

三- oサ+i)五一1両+plog/c
となり,代替の弾力性の変化(Fi≧9)は, k-lの場合を

のぞいて,一般に非中立的技術進歩と見徹される。この

図のようにk≠1で,もしaサ-fc-Oなら, plogk至0

くこ>d芸0であるO
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現行相対価櫓をもって幾つかの新技術の計画を評価する

が,マクロ指標(㍍)から資本の稀少性を知ってより労働

集約的な生産方法,例えばβ点を採用しようとする。

一方相対価格もその稀少性を反映してwlからa,2へ移

行するであろうから,従ってこの企業はC点で生産を

行うことになろうO　このようにマクロの指標も考慮に入

れて調整を行う時, k*をめぐって過剰調整が行われる

可能性が十分に考えられることになる。

0

3.短期と長期の不確実性の綜合

さてHicksやFellnerのモデノレでは過去の価椅変動

およびその可能性を考慮に入れて期待佃稗を算定し,そ

れに最適な技術を閲発したのであるが,当然この期待価

格の形成には不確実怪が伴い,ことに固定資本の耐用期

間が長くなればなる程,この不確実性に対して敏感にな

る。そこで今市場に起因する短期的不確実怪と梱対価櫓

の長期的趨勢に伴う不確実性をどのように綜合しうるか

という問題を検討しよう。

来期起こりうる相対価格の変化率(d)2)は,短期的には

今期の相対価格変化率(ゐ1)を中心に対称的に分布してい

ると仮定できよう。その時のバラツキ("I2)は純粋に市

場構造に依存している。すなわち調整の遅れや情報の不

完全性　不測の裸乱要因,摩擦要因などの市場の不完全

性に起因するものとする。しかしゐ1とd2の問には因

果関係が存在しないので,逆に来期の価格変化率は,今

期起こりえたであろう種々の変化率の平均値であると言

い直すことが可能になる。つまり今期の梱対価椿変化率

の標本分布が正規分布で近似しうるとすれば,

1　　　1

/(<サ!ゐ2) -扇右exP一面(ゐ1-ゐ2)2- (ll)

となる。一方来期の相対価椿の変化率は,過去からの長
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期的趨勢によっても算定しうる。その信頼性(V)は長

期的趨勢の過去における変動幅を示すものであるかもし

れない。今もしこれも正規分布をもって近似可能である

ならば,

1　　　1

g(ゐ2)=高石exp一面(ゐ蝣-&oV　-(12)

となり. (ll)式のパラメータ　蝣(<5>2)に関する追加的情報

を提供する(ll), 12)式から結合分布(?w/(<5>i d2))

および周辺分布(/fll)が計算され,事後的分布

O(a>i d.) -6ゐi)/(ォSil&i)lf(a>i))も正規分布となって,

その平均値および分散は,今期の木目対価櫓変化率の観測

値<サ1が与えられると,

宗芸　蝣(13)
となることが容易に示される。そして平方誤差損失函数

(c(dサ2-ゐ*r)をもって,すなわち期待値をもって推定

量として採用するならば,来期の相対価格変化率に関す

るベイズ推定値は,

<v
002由1 + ffl2do

oo +<?1
(14)

である。当然予想されるように,それは今期観測された

変化率と長期的趨勢から計算された変化率の加重平均で

ある。

従って市場の不完全性に起因する不確実性に比べ,覗

確なる価格上昇の傾向線が存在するならばw/　詛0).

その趨勢値をもって(<V-<&o)来期の価格上昇率として

推定することが好ましい。、また逆に市場の捜乱的要因も

比較的小さく,価格変動に一切のトレンドが存在しなけ

れば(<v/'I1--),今期の価格変化率をもって(<V-&l),

その推定値とすべきである。このように長期的予想に伴

う不確実性と短期的なそれ,あるいは市場的要因に由来

する不確実憶が十分に区別することが出来,その指標を

構成することが可能ならば,それらの加重でもって価格

変動を予想することが適切となる。なお当然のことなが

ら,長期的にも短期的にも相対価格が衰足しているなら

ば(ゐ1-dサ0-0),たとえ市場に揖乱的要因が存在しても,

来期の価格もまた安定的である(ゐ　=0)と想定するのが

妥当である。

4・試験開発と平行開発　　　　　　　,

かくして予想価格水準が決定され,研究開発支出,ま

た関連技術に関する十分な情報や科学技術一般の水準が

与えられると,すなわち革新可能フロンティアの位置と

形状が定まり,その上の目標点が決定されることになる。

次の段階として,此薮的不確実性が小さく開発が容易で
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あり,その選択枝も多い応用開発部門においては,それ

らの中から効率的でしかも与えられた最適資本一労働比

率*o)に最も近い技術の開発に着手し始める。このよう

な試験開発の段階において,ある開発中の技術が十分に

最適資本一労働比率の近傍にあるか香かを検定しなけれ

ばならない。従来の検定理論においては有意水準は全く

任意に選択されたのであるが,この点に若干の改善を加

えた検定方式を検討してみたい12)

今目標のkoが与えられる曝　試験的に開発される技

術の資本一労働比率がその目標値よりどの程度帝離して

いるかは,純技術的不確実憧のみならず,決定的にスト

ックおよびフローとしての研究開発支出の大きさに依存

していると言える。すなわちその承離の程度を正規分布

で近似する曝　分散Mは研究開発支出および技術水

準の函数である。その標本分布は,

1

f{Ak¥AIH) -扇石exp一志{Ak-AKY- (IS)
であり,ただしここでdkoの分布は未知定数を持つとこ

ろの

1

g{dko¥a) -寺訂exP一志Ak2 - - (16)
とする。それ故に

f(Ak¥o)-If(Jk¥Jko)g(
Jjk<,-)dko

l1
V2n- (0-2+(T。2)　　　2 (<T2+O

Ak- {17)

であるから,Uについてf(Ak桓)の極大値を求めると,

8f(Jk¥a)!∂0-0から

[Ae-aJif

。if禁:::=(18)

を得る。先の(14)式と同様にAkoの事後的期待値は

AkB* -
02Ak

qo2十g2

Ak-霊if Ak<>oa%
if Ak?く602

である。すなわち研究開発支出および技術水準によって

決定される602に対して, Ak?くO。2であるならばdkB

-0となる。つまり試験開発中の技術kは十分k。に近

い値をとるとみなされ,最適な技術として採用されるで

あろうO　もちろんその精度は602の大きさに依存するこ

12)同様の視点に立ち,より一般な場合を分析した

ものにM. Clutton-Brock, "Using the Observations to

Estimate the Prior Distribution," Journal of Royal

Statistical Society, Series B, Vol 27, Nol, 1965がある。
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とは言うまでもないO

さて以上のような検定が問題となりうるのは,比較的

不確実性が少なくまた幾つかの代替的プロジェクトがし

ばしば存在する応用開発方面についてのみであろう。こ

れに対して基礎研究や新製品の開発などは大きな不確実

性が不可避的であり,一つの技術を開発するのにも多く

の試行錯誤が避けられない。このように成功の確率が低

い技術開発においては,平行開発(Parallel Develop-

merit)が究極的には有効であることを, Nelson [40]や

Klein[30]が指摘している。もし時間の経過とともに変

化する分散の動きにある特定のパタ-ンが経験的に兄い

出されるならば,この問題は逐次決定論(Sequential

Decision Theory)の立場から幾つか有用な帰結を引き

出しうると思われる。しかしまだ現在の段階では十分な

情報が提供されておらず,数値例程度の域を脱しきれな

い状況にある。

5.競争的市場と特許制度

技術という財には分割不能性(Indivisibility),不確実

悼(Uncertainty)や排除不能性(Inappropriability)など

の性質があるため,競争的市場もその生産と消費のパレ

ート最適性を保証しないことはよく知られているところ

である。今この第三の排除不能性つまり公共財的な匿名

的消費可能性は,新しい技術を生産しようというインセ

ンティブを弱める傾向を持つ。従ってこのインセンティ

ブを確保し絶えざる技術進歩を生みだすための次善的制

度として,現実には特許(Patent)制度が採用されている。

特にこの特許の問題と経済成長との関係を集中的に分析

したすぐれた実証分析にSchmookler [55]があり,ま

た特許に関する理論的諸問題をとり扱ったものとして

Nordhaus[43] [44]があげられるが,ここでは特に現

実のデータに当てはめて見た後者のモデルを検討しよう。

Arrow [4]は利潤志向的行動様式のもとで,最適ロ

イヤリティ水準の決定を行い,競争的市場における技術

開発のインセンティブの方が独占的市場におけるそれよ

りも大きいことを示したことにはすでに言及したが,実

はこの問題の前に,技術を独占するかそれとも販売する

方が有利かという問題が解決されていなければならない。

村上[37]はこの解明にあたり,その決定が生産物市場

の市場構造と需要曲姐　供給曲線の勾配およびその感応

度に依存することを様々のケースに分けて分析している.

しかし今我々はこの間題に立ち入らないで,すべての新

技術は特許化され,またロイヤリティを受けとるという

仮定のもとに,次のようなNordhausのモデルの中心

部分を得る。
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Y=AKaLa~a)　　　　　- (20)

L-nL一　　　　　　　　　　・(21)

K+NR-sY　　　　　　　(22)

K-誓'P-C　　- (23)
AjA-N-βA~γ -　　　　　- (24)

・-[誓戸　・(25)
ここでNは特許数　Bは特許当りの実質費凪　Sは平

均貯蓄性向を示す.またPは生産物価格　Qは生産物

単位のロイヤリティ, β,γはそれぞれjiのNおよびA

に関する弾力性を表わしている。改めて説明するまでも

なく(20)式はCobb-Douglas型生産函数を,また(21)

式は労働の成長率が外生的に与えられることを, (22)式

は資本財への投資と技術への投資の和が貯蓄に等しいと

いう貯蓄-投資の均衡条件を示している。さらに(23)式

は限界生産力原理を通じて決定される分配率は,ロイヤ

リティ支払によって修正されることを示し, (24)(25)式

は各々特許数の函数としての技術進歩生産函数を,また

限界的発明家の利潤がゼロとなる発明家均衡を表わして

いるo　この体系を長期均衡状態のもとで解く時,均衡技

術進歩率は,

(x
nβ (11α)

γ(11α) -β

26

となり,パラメーターα,β,γ,nのみの函数として一意

的に決定される。

従って(26)式では技術進歩生産函数のパラメーターβ,

γがきわめて重要であり,それ故に(24)式の技術進歩を

生産する函数の正当性が問われなければならないことに

なる　NordliausはそこでSchmooklerおよびKend-

rickのデ-タを用いて. (24)および(25)式の経験的妥

当性を確めたが,残念ながらその結果は良好と言い難い

ものであった。つまりこのことは,理論的にはこのよう

な均衡モデノレとしての-定式化も十分考えられるにも拘

らず,現実の経済は大きな不確実性のもとで絶えず均衡

を破壊するような力を持ち,それ故に特許市執ま静態的

均衡によって把握し難くまた必ずしも十分に競争的でな

いことを意味しているのではなかろうか。あるいは主要

な発明や革新はむしろ特許化されることが少ないことを

示唆するのかもしれない。従って我々はもっと簡単な関

係の実証分析から始めなければならないのであるが,そ

の若干の問題については第Ⅳ節で論ずることにしよう。

[Ill]研究開発活動とマクロモデル

1.マクロモデルとしての誘発的技術進歩論

Kennedy-Samiユelsonモデノレには二つの発展方向があ
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り,その一つはミクロモデルとして厳密に定式化し技術

進歩を内生化する方向であることは第I節で述べた通り

であり,またその方向に沿う幾つかの試みもすでに紹介

した。さて残るもう一つの方向すなわちマクロモデノレと

して定式化する試みは　Samuelson [49], Drandakis

;Phelps [11], Amano [2]やChang [8]などによ

って行われている。

その体系は次の八本の方程式と八個の未知数とから成

る。

Y-F{AK, BL)　　　　　蝣(1)

r-AFl蝣　　　　　　　　　　　・　3

w-BF2　　　　　　　　　- (3)′

α-rKIY一　　　　　　　一(4)

A-Q　　　　　　　　　　　- (6)

g′-- (1-α)/α　　　　　　- (7)

L-nL-一　　　　　　　　　・(21)

K-sY一　　　　　　　　　・(27)

すなわちKennedy-Sanmelson-の体系に単に労働の成

長率が外生的に与えられること,および貯蓄-投資の均

衡条件を導入しさえすれば,マクロモデルとして完結す

るのである。この時AとBは分配率の函数となるから,

分配率および資本の増加率の動きを表わす式は前半の四

本の方程式に代替の弾力性から,

ti-α(11α)

'a-IN

(K-L+A(α) --BOα)) - (28)

盈-盈[αA^(α)十(トα)A(α) - (トα) (*-」)]

- 29

となる.よって均衡条件, a-盈-Oから

丘蝣-」(.α*) -ji(α*) +n

および,

k*-芸A(a*)+B(a*)十n
を得,これらを同時に解くと

第5図
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A(α・)-0蝣(30)

K*-B*十n一一-(31)

が長期均衡状態で得られる。今代替の弾力性が1より小

ならば,やはり体系は安定的であり,α*は(7)式の条件

からE点における勾配と斉合的な値をとる.かくして

長期均衡点ではA*-チ-0,B*-wおよび矛で-K*-

n十B*となって,技術進歩はHarrodの意味で中立的

であることが判明する。なおChangは比例的貯蓄函数

の代りにCambIridge型貯蓄函数を導入することによっ

て,従来の安定条件0<i)が必要十分条件でなく,,必要

条件に変化することを指摘している。

また同様に問題を.(6)および(27)式すなわち

A-Ag(β),B-l

k-sBf{AKjBL)-nk

の制約条件のもとで,-人当り消費

f(l-s)Bf(AKIBL)e-ftdt

蝣A)

を極大化するという最適技術進歩論の形で解いても,上

と同じ結論が得られる。

さてここで重要なことは,Kennedy-Samuelsonモデ

ルをそのままマクロ化することは-見極めて自然のよう

にも受けとれるが,実はそれはあまり意味のないことに

気がつくのである。マクロ体系においては労働の成長率

は外生的に与えられているのに対し,資本は体系内での

再生産が可能であるため,この体系にとって長期的な制

限的要素として機能するのは労働であり,従ってそのよ

うな労働を最大限に増加させるような技術進歩が採用さ

れる状態で長期均衡点は達成されるOそれ故にE点で

均衡が達成されることがあらかじめ分っており,革新可

能函数を導入したところで十分な意味を持ちえない。も

し何らかの形で積極的意味と性質を持ちうるた糾こは,

少くともその労働増大的技術進歩を生みだし決定する源

泉を考慮し,それをどのように把握するかという視点に

立つ時である。それではこの方向における展開を次に考

察しよう。

2.研究開発吾肝弓をもつマクロモデル

すでに指摘したようにマクロ体系での長期的均衡状態

と両立しうる技術進歩はHarrod的な意味で中立的な

もののみである。そこであらかじめこの点を考慮に入れ

ることによってモデノレの複雑化を避け,その研究開発部

門の持つ意味に焦点を合わせたモデルとしてUzawa′

[57]およびPhelps[45]があるo

Uzawaは今述べた理由からHarrod・中立的な技術進
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歩のみを陽表的にとりあげ,その技術進歩を生みだす研

究開発部門を初めて導入した。すなわちそのモデルは,

Y-F(K, BL)　　　　　　　　　・(32)

B-¢(1-u), ¢′>0, ¢′′く0 -　-(33)

u-LJL O<m<1　　　　　　　(34)

L=nL

K=sY

から成り,ただしここで下添字の1は生産部門, 2は研

究開発部門を示す(函数の偏微分を示す下添字と区別さ

れなければならない)。 (33)式が研究開発部門の生産函

数を示し,技術進歩はその部門に配置される労働のみに

よって生産されると仮定している。この時平均貯蓄性向

(S)と生産部門への労働配分率(u)を制御変数として,

(27), (33)式の制約条件のもとで-人当り消費を極大化

するような最適技術進歩率を求める問題となる。つまり

k-sy-nk

B-哩(l-u)
のもとで,

f∞ (1-∫) ye-^dt

を最大にすることであるから,次のようなHamilton函

数を作り,

ll- (トs)Buf(去)+ql[sBuf(^孟トk)

十vB¢ (1-u) 蝣(36)

"最大値原理"を応用することによって,長期均衡点で

は通常のGolden Ruleに加えて,研究開発部門の限界

生産力と最適労働配分に関する均衡条件式

0 1-u*)十u*¢′(l-u*)-p　-　-(37)

が得られる。

一方PlielpsもHarrod中立的な技術進歩とGolden

Ruleの分析に限定して,資本および労働を持つ研究開

発部門を導入する。

l-H[E(t),B(t-T)] =　　　-(38)

E-E(K%,L2,L)-　　　　- 39

なる技術進歩函数がそこでは考えられている。新技術の

生産は有効労働(E; Effective Labor)のストックとT期

間前の技術水準の増加函数として規定され,その有効労

働は研究開発部門に雇用される資本スト　ック(*.およ

び労働量(」>の増加函数であるとともに,経済全体に賦

存する労働総量(L)の増加函数でもあるoつまり一種の

規模の経済の効果であり,社会全体の労働総量が大きい

研　　　究 Vol. 22　No. 2

程すぐれた研究者・技術者が研究開発部門で雇用される

と考えられているのである。均斉成長径路について解く

ためには. (39)式をさらにCob!⊃-Douglas型の生産函

数に特殊化しなければならないが,その時か-矛*-

B+nなる結果が得られ,さらに加えてBは人口成長率

と研究発開部門で雇用される資本に関するEの産出弾

力性の函数として陽衷的に求められる。これは26式の

AがHarrod中立的でもあることを考え合わせると極め

て類似の結果となっており,逆にこうしたGoldenRule

のみの分析に限定した場合でも背後に技術進歩市場のあ

る均衡を陰伏的に想定していることを示唆して興味深い。

このようなUzawaやPhelpsによる研究開発部門の

導入と長期均衡点の分析の結果をふまえて, Nordhatis

[43]やDrandakis & Hu [12]は再び誘発的技術進歩

論のマクロモデルの解明に努める。まずNordhausは

Uzawaと全く同じ研究開発部門に関する定式化を革新

可能函数へ持ち込む。こうして研究開発部門の研究者・

技術者によって生みだされる技術進歩は

A-g (B)¢(1-u)　　　　- (40)

の形で表わされることになり,この(40)式およびk-

畢(芸) -nkの制約条件のもとで-人当り消費の極
大化を計る条件付最大化問題を解けば,当然のことなが

らHarrod中立的技術進歩に加えて. {27)式と全く同一

の均衡条件を得る。これに対してDrandakis&Huは

資本財-の投資と同じように,技術という財への投資を

考えるO従って我々は二本の貯蓄-投資の均衡式, k-

syとカニqyを持ち,この技術への平均貯蓄性向(q)が

11を通じて革新可能函数の位置を定めるものと仮定され

ている。こうして問題は,

k-sBf{AkjB) -nk

と　　　　　　A-g(S, g)

の制約条件のもとで-人当り消費

f町(1

s-q) Bf{AklB) e-"tdt

を極大化する問題に帰着する。しかしこの場合もNord-

hausのケ-スと同じようにu*をq*で置きかえるなら

ば. (37)式と非常に近い技術への投資率に関する均衡条

件式が得られることは想像に難くないであろうム　かくし

てこのいずれの分析においても,やはり革新可能函数は

体系の中で十分にその機能を担っていず,それ故にこれ

らの分析結果はUzawaやPhelpsのより単純な場合を

少しも越えるものではない。

しからばマクロ体系にあっては革新可能函数は意味を

持ちえないのであろうか。残念ながら長期均衡点の分析
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に終始せざるを待ない現段階では, Harrod中立的な技

術進歩のみがマクロモデルにおける均斉成長と斉合的な

ものであり,これまでのようなアプローチでは革新可能

函数はあまり実り多い役割を果しえないかもしれない。

・ただ今後検討されて然るべき方向としては,まず第一に,

Kennedyが最初に考えていたように生産函数に代るも

のとして,革新可能函数をもう一度把え直してみる必要

があると思われる。マクロ体系において労働が再生産不

可能な制限的生産要素である限り, Harrod中立的技術

進歩の果す役割は依然として大きいが,この函数が生産

函数と技術進歩の機能を併わせ持つと考えることによっ

て,均衡径路へ新しい光を投げかける可能性は残されて

いるように思われる。第二に考えられる方向としては,

ト3で言及した西部のモデノレのよう広もし集計の過程

に十分納得的な方法が見早出されるならば,ミクロ体系

とマクロ体系の間に異った性格づけ異った行動様式を仮

定することによって,革新可能函数を一つの媒介として

綜合しうる可能性である。この時革新可能函数が一定の

機能を果しうることは明らかであるが,問題はミクロの

体系からどのようにして集計し,どこでマクロ体系に切

り変わるかという難問であり,例えば個別企業にとって

制限的である資本がどの水準において非制限的生産要素

に転化し(労働については逆),しかもそこで両体系にお

ける行動様式が無矛盾的に機能しつづけることが出来る

かという点に帰着する。最後に第三のさしあたり可能性

が開かれている方向としては革新可能函数に生産部門間

の均衡を維持・回復する役割を与える試みである。研究

開発部門に対応する生産部門が一部門から成るのではな

く,例えば農業と工業部門というように複数部門から成

る臨革新可能函数のトレ-ド・オフ関係が部門間交易

条件の均衡を維持するように働くといった可能性である。

こうした以上の三点はいずれも示唆の域を越えるものセ

はないが,ともかくマクロモデルにおいて革新可能函数

の存在意義が救済されなければならない現状にあること

は明らかである。

さて本節を閉じる前に,これまでのような最適技術進

歩モデノレではなくて研究開発部門を取り扱っている論文

に若干言及しておこう　Shell [56]は

Y-F(Kl, Ll, A)一　　　　　　・(41)

A-∂A-G(K2, L2, A)蝣　　　　蝣(42)

・LY-rK2+wL2　　　　　　- (43)

によって特徴的に表わされる二部門モデルを分析する。

生産部門の技術水準(A)は研究開発部門によって決定さ

れ,その部門で雇用される資本(*.)と労働(」>)への報
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酬は生産部門から1の税率で徴収された租税によってま

かなわれると考えられている。その時この体系は全く従

来の二部門モデルと同様に扱われ,研究開発部門あるい

は技術進歩特有の性格が現われないこと,例えばこのAL

を公共部門による公共財の生産と解しても何らの不都合

はないこと,さらに技術の減価償却率(∂)があまりに大

きすぎる役割を果していることなどが,さしあたり問題

点として指摘されよう。

他方Conlisk [9]は誘発的技術進歩論の革新可能函数

に対応する資本と効率的労働の増分を同時に生産する次

のような結合生産を許容する函数

H{K, BL) -G{K2, Lz)　　- (44)

を導入している。すなわち資本と労働を雇用する研究開

発部門は新しい資本財を生産するとともに,労働の効率

をも上昇させる働きを持つOその意味においてこの体系

では,資本財生産とのトレ-ド・オフ関係において効率

的労働の一部分は再生産されていると言えよう。従って

このモデルは前述の批判の一部に答えるものであり,ま

た新しい可能性を含むものではあるが,残念ながら未だ

十分に展開・分析されずに終っているように思われる。

[IV]実証分析とその理論仮説

これまで技術進歩は体系の外から一方的に与えられる

と理解する立場を排し,市場要因を通じて直接技術進歩

を生みだす授入物の函数として把えうる可能性について

論じてきた。しかしこのような理論的定式化が正当化さ

れるためには,たとえ十分に精微ではなくとも実証面か

らその因果関係が明確に示されなければならない。そこ

で最後に,紙幅の都合上データの適切性や推計上の統計

的問題などには触れる余裕はないが,実証分析で得られ

た結果とその理論的前提について整理を行っておこう。

まず研究開発活動(それが広義のものであれ,狭義のも

のであれ,ここでは一括して研究開発活動として取り扱

ラ)を生産函数の概念との関連において把える時の視点

としては,大別して二つが考えられるo　その第一のもの

は,研究開発活動は資本や労働と並ぶ-生産要素として

生産函数の投入物を構成し,他の変数と協働して産出水

準を決定するという見解である。他方第二の考え方とし

ては,広義の研究開発活動という投入物は生産函数の外

にあってその生産函数をシフトさせる機能を持つという

見解であり,この両者はそれぞれアブソープション.ア

プローチおよび残差アプローチと矯接な関連を持つとい

うことは容易に察せられるところである。なおいずれの

揚合にも集計的生産函数を取り扱っており,そこでは技

術進歩に不可避的な不確実性は互いに粕殺し合うことに
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よって確実性の世界と同様に扱うことが出来ると仮定さ

れている。つまりこの種の不確実性は観測以前の経済体

系そのものに付随するものである故,このような仮定が

必要にならざるをえないと思われる13)。

1.産出高決定要因としての研究開発活動

この第一の視点に立つ代表的なもo?としてはGrili-

ches [21], Mans丘eld [33], Scherer [52], Brown &

Conrad [7]やMinasian [36]などがある　Griliclies

はCobb-Dcmglas型の薦業部門の生産函数の推計にお

いて,機械や労働,肥料などと並ぶ-投入物としてその

部門における研究開発への支出を導入した。その結果得

た産出弾力性は0.05前後とあまり大きくはないが,統

計的に十分有意であり,観察期間中の急速なる研究開発

支出の増加を考える時,その絶対効果は相当大きいもの

であることが分る。この分析で興味深いのは限界生産物

の平均値を推定していることであり,そこで研究開発支

出のそれは明らかに不均衡を示唆している点である。た

だしこのことは研究開発活動そのものが,絶えず均衡を

破壊する作用をもったと解するよりは,むしろ蔑業部門

外から研究開発活動が外生的に促進されたと理解する方

が適切かもしれない。

Mansfieldも同じくCobb-Douglas塑生産函数を用

いて推計のためのより厳密な定式化を施しているOその

一つの特徴は,明示的に研究開発活動をストックとして

生産函数に導入していることであり,二つには技術進歩

が体化されている場合との比較を行っていることである。

研究開発活動の産出弾力性は0.11であり,体化された技

術進歩の場合にそれは圧倒的に増大する,また研究開発、

活動に対する収益率が種々の妥当なパラメーターの組み

合わせに対して計算されているが,その値はかなり高い

ものであることも注目に値する.この点については

Minasianも同様な計測を行い,資本財への投資に対す

る収益率に比べ研究開発への投資に対するそれの方が数

倍高いことを指摘している。

Brown &Conradは他のものと異りCobb-Dcmglas

型生産函数ではなく,多数要素を含むCES型生産函数

によって分析を行っており,またScliererは陽表的に

生産函数を計測せずに,研究開発活動の成果の指標であ

る特許数の利潤に与える影響を考察している。

13)このところP.A.V.B. SwamyやC. Hildreth

;J.Houckなどによって展開されつつある,いわゆる

"Random Coemcient Regression凹odel"は,この種

の不確実性の一部を積極的にとり入れようとするものと

言えるかもしれない。
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さて総じてこのアプローチについて言えることは,回

帰方程式の決定係数が非常に高いことである。しかしそ

れは必ずしも研究開発活動が生産函数の-構成要因と見

倣さるべき根拠とはならない。この点についてMinasi-

anは時間変数との比較において定数項への効果をかな

り綿密に検討しているが,研究開発活動が生産函数に入

らなければならない必然性について必ずしも説得力を持

つとは言い難い。またCobb-Douglas型生産函数のよ

うにWell-behavedなものは,もし研究開発活動の水

準がゼロならば産出量水準もまたゼロでなければならな

いことを要求するが,現実には研究開発へ一切の支出を

することなく生産活動を行っているような中小企業も数

多く存在することは明らかである。従ってこの点は今後

とも検討さるべぎ課題であろう。

2.研究開発活動水準の決定要因

さて研究開発活動を生産函数のシフト要因と見倣すに

せよ,あるいは-生産要素として生産函数の一部分を構

成すると考えるにせよ,生産性との関係において研究開

発活動は他の資本や労働などの生産要素と代替関係にあ

ることは明白であり,それ故にその研究開発活動水準が

如何にして決定されるかということは両者に共通の問題

である。その際研究開発活動が産出量水準を決定し,産

出量水準が逆に研究開発活動を規定するという面がある

たれ　それを先の代替関係と結合して分析しなければな

らない点にこの問題の難かしさがあり,従ってその説明

変数としては市場構造を反映させているもので近似せざ

るを得ない。この研究開発活動水準の決定要因について

は産業組織論の分野でSatmmpeter仮説の妥当性をめ

ぐって多くの分析があり, Hamberg [22]やMans-

field [32]そしてScherer [51], Phillips [46]など

が代表的なものであるo

Mansfieldは望ましい研究開発支出のレベルは企業の

規模と研究開発プロジュクトからの期待収益率の函数で

あると考えることによって,研究開発支出の水準が期待

収益率および売上高,前期の研究開発支出さらに研究開

発支出単位の前期の利潤額の函数になることを厳密に定

式化し,経験的デ-タをあてはめ極めて良好な結果を得

た。一方Phillipsはより単純なCobb-Douglas型函数

を仮定し,研究開発支出が企業規模,企業集中度および

生産物差別化指数によってかなり良く説明されることを

示した。すなわちこれらから研究開発活動の水準は,棉

当市場構造の要因に支配されていることが分る。

HambergやS&hererの分析は特に企業規模と研究

開発支出との間の比例関係に焦点をしぼったものであり,
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比較的大きな規模の企業を対象とする時,必ずしも規硬

と研究開発費の支出の問には平行関係がないことをとも

に示している。ともかくⅣ11で言及したように,事実

資本財への投資の収益率よりも技術への投資に対する収

益率の方が圧倒的に高いのであるならば,研究開発活動

の水準を規定制限する要因を企業規模や企業集中度など

の何か市場構造と関連の深い変数に求めることは妥当で

あると思われる。

3.生産函数をシフトさせる要因としての研究開発

活動

さて最後に第二ojアプロ-チ,すなわち研究開発活動

は直接生産函数には含まれず,他の市場要医はの関係に

おいて生産函数そのものをシフトさせることによって生

産性水準を高めると考える見解をとりあげよう。この場

合計測が難しいこともあってあまり多くの分析はみられ

ず,Minasian[35],Mans丘eld[31],Scherer[53]など

があげられるにすぎないMinasianは生産性の成長率

と研究開発活動,あるいは生産性の成長率と研究開発活

動および利潤率の変化率,資本ス1、ツク,投資水準など

の諸変数の問の相互関係を主に相関分析によって,時間

の遅れの問題をもとり入れ綿密に分析している。その結

果,研究開発支出は生産性の成長率および利潤率の絶対

水準およびトレンドを説明するのに十分有意な変数で

あること,またこの技術への投資は資本財への投資と補

完的であるよりはむしろ競合的であることなど幾つかの

興味深い命題をひき出した。一方研究開発活動と特許数,

特許数と生産性の上昇率の問には高い相関があることは,

Schmookler[55]やMans丘eld[31]によって指摘さ

れているが,Sahererは企業規模を売上高で代表させ生

産憧上昇率の指標である特許数をそれによって説明し,

同時に市場構造の幾つかの争点にも照明をあてている。

一般的に言って,研究開発活動の企業規模との関係に

おける最適水準あるいは最適集約度(OptimalIntensi-

ty)さらには産業毎の研究開発支出の大幅な相違などを

考える時,第一のアプロ-チよりもこの第二のアプロー

チの方が,研究開発活動の理解に関して自然であると思

われるが,他方現実の計測にはより一層の困難が伴うよ

うに思われる。今一つの概念的計測方法の例としては次

のようなものが考えられうる。例えばCobt卜Dolユglas型

生産函数

Y-AKaLβ一日(45)

を考え,それを時間で微分し相対的変化率で表わすと

YAKL
テ-五十α妄十β-r+dlogK
IJ十βlogi-p・-(46)

-147-

になるから,ここから生産函数のシフトを表わす項のみ

とり出し,それを研究開発活動(R&D)や教育投資(E),

企業集中度(C ,生産物差別化指数(D)などの函数として,

A

五+dlogK+βlogL-f(R&D, C,D,E- ).-(47)

計測することが可能であろう。単一の方程式に被説明変

数が複数個あることになるが, dおよびβはcross-sec-

tionデータから計算して外挿するか,あるいは了の結合

生産物と考えてCannonical Correlation Analysisに

よって推定することも可能である。特に後者の場合は

cross-sectionデータから得られる数値との照応検討も

可能となるであろう。

これは研究開発活動が生産函数をシフトさせる効果の

測定方法に関する一つの理論的に妥当な推計手続きであ

るが,しかし問題をここまで検討してくる時,我々はも

う一度,市場の競争性および技術の生産に伴う不確実性,

生産函数の概念とその集計など根本的問題に立ち帰り再

検討せざるを得ないことに気付くのである。

結びに代えて

我々はKennedyやSamuelsonの誘発的技術の理論

を出発点として,技術進歩を内生的に取り扱う方向を探

ってきた。その際二つの可能性が考えられ,まず第一の

方向においては, Kennedy-Samuelsonモデルがミクロ

モデルとして厳密に定式化され,革新可能函数は研究開

発支出に依存する形で導入される。その時革新可能フロ

ンティアの上において一般にバイアスを持つ技術進歩が

一意的に決定され,もし代替の弾力性が1より小ならば

それは安定的な要素分配率,を実現する均衡となる。しか

しこのモデノレには技術の開発に不可避的な不確実性が入

り込む余地が全くなく,その意味において不十分なもの

である。それ故第Ⅱ節では,我々は連続的でない技術進

歩へも考察の対象を拡張し,モデルに不確実性が導入さ

れた場合に生じてくる若干の問題について解析を試みた

が,しかしこの分野はまだ全く未踏の領域であると言え

よう。たしかにBayes的決定理論はこの儲域である程

度の有効性を発揮しうると思われるが,大部分の重要な

問題は概念や定式化からの根本的な再検討を要し,今後

の展開に期待しなければならない状況にある。

他方第二の方向としては,研究開発部門をマクロモデ

ルの中に陽表的にとり入れて定式化する方向であるが,

この場合にはHarrod中立的な技術進歩の果す役割が極

めて大きく,単にHarrod中立的な技術進歩率の決定

に関する分析の域に留まらざるを得なくなり,従ってこ

こでは革新可能函数も実質的には何ら機能を果しえず,
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ただ形式的に導入されているにすぎない。そこでこの革

新可能函数の概念と性質の解釈を一新することによって,

必ずしもHarrod中立的な場合に限定されないマクロ

モデルにおける内生化S,れた技術進歩の諸性質を引きだ

し分析することが当面の課題となろう。

こうした理論的定式化の背後では,それらを裏付ける

た糾こも実証面から現実のデ-タによって種々の関係が

検証されなければならず,序々にその成果は積み重ねら

れつつあるが,企業レベルでのデータは入手困難なこと

もあり現段階ではまだ必ずしも十分とは言い難い状態で

ある。また実現した技術のDiffusionと市場構造の関係

についての幾つかの実証分析があるが,理論的にも内生

化の過程でとりあげざるを得ない問題であるにも拘らず,

今のところほとんど分析されていない。さらにEckaus

[13]やGomulka [20]は低開発国の経済発展に関する

視点から我々の問題を考察しており,特に後者は技術輸

入(導入)の問題,先進国との技術格差解消の問題など興

味深い問題提起を行っているが,それらの問題にも残念

ながら触れることは出来なかった。ともかく技術進歩の

内生化論はまだその分析の端緒についたばかりであり,

今後の飛躍的発展が強く望まれている領域であることを

終りにもう一度くり返しておこうo
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